
掛川市水道事業管理規程第１号

掛川市水道事業会計規程の一部を改正する規程をここに制定する。

平成26年１月31日

掛川市水道事業管理者

掛川市長 松 井 三 郎

掛川市水道事業会計規程の一部を改正する規程

掛川市水道事業会計規程（平成17年掛川市水道事業管理規程第８号）の一部を次のように改正す

る。

「第７章 固定資産

第１節 通則（第72条）

目次中 第２節 取得（第73条―第81条） を

第３節 管理及び処分（第82条―第84条）

第４節 減価償却（第85条―第88条） 」

「第７章 固定資産

第１節 通則（第72条）

第２節 取得（第73条―第81条）

第３節 管理及び処分（第82条―第84条の２） に、「第95条・第96条」

第４節 減価償却（第85条―第88条）

第７章の２ 引当金（第88条の２）

第７章の３ リース取引に係る会計処理（第88条の３－第88条の５）」

を「第95条－第96条」に改める。

第３条第２項中「（以下「水道総務課長」という｡)」を削る。

第８条第１項第２号から第５号までを次のように改める。

(2) 内訳簿

(3) 会計収支計算書

(4) 貯蔵品受払簿

(5) 固定資産台帳



第８条第１項に次の２号を加える。

(6) 企業債台帳

(7) 経過勘定整理簿

第８条第２項中「第２号」を「第３号」に改める。

第９条中「明りょう」を「明瞭」に改める。

第12条第１項中「、損益勘定」を「、収益勘定、費用勘定」に、「及び資本勘定」を「、資本勘

定及び整理勘定」に改め、同条第２項中「管理者が別に定める」を「別表に定める区分とする」に

改める。

第21条第３項中「会計収支計算簿」を「会計収支計算書」に改める。

第24条中「収入伝票」の次に「（一部現金の収納を含む取引について発行される振替伝票を含む。

以下同じ｡)」を加える。

第27条中「若しくは」の次に「条例又は」を加え、「管理者の決裁を受け」を「管理者に報告

し」に改める。

第31条中「第11号」を「第14号」に改める。

第37条第１項及び第３項中「総合振込依頼明細書」を「総合振込依頼書」に改め、同条第４項中

「総合振込済通知書」を「総合振込通知書」に改める。

第39条の次に次の１条を加える。

（小切手の訂正）

第39条の２ 小切手の金額は、訂正してはならない。

２ 小切手の金額以外の記載事項を訂正するときは、その訂正を要する部分に二線を引き、その上

側に正書し、かつ、当該訂正箇所の左方余白に訂正した旨及び訂正文字数を記載して管理者の印

を押さなければならない。

３ 書損、汚損等により小切手を無効にするときは、当該小切手に朱で斜線を引き、「無効」と朱

書してそのまま小切手帳に残しておかなければならない。

第41条第１項中「総合振込済通知書」を「総合振込通知書」に改める。

第42条の次に次の１条を加える。

（支払小切手の整理）

第42条の２ 会計管理者は、毎月未支払小切手未払高を調査しなければならない。

２ 会計管理者は、支払小切手が時効により消滅した場合は、直ちに収入伝票を発行しなければな

らない。



第43条に次の１項を加える。

２ 第24条の規定は、前項の場合について準用する。

第57条中「貯蔵品出納簿」を「貯蔵品受払簿」に改める。

第58条中「第２条第11号」を「第１条第11号」に改める。

第59条第２項、第63条及び第67条中「貯蔵品出納簿」を「貯蔵品受払簿」に改める。

第69条の次に次の１条を加える。

（物品の管理）

第69条の２ 水道部長は、第52条第１号及び第２号に掲げる物品のうち、たな卸資産勘定から払い

出されたもの又は前条の規定より直接当該科目の支出として購入されたものを適正に管理しなけ

ればならない。

第72条各号を次のように改める。

(1) 有形固定資産

ア 土地

イ 建物

ウ 構築物

エ 機械及び装置

オ 量水器

カ 車両運搬具

キ 工具、器具及び備品（耐用年数が１年以上、かつ、取得価格が10万円以上のものに限る｡)

ク リース資産（ファイナンス・リース取引（規則第１条第14号のファイナンス・リース取引

をいう。以下同じ｡)におけるリース物件の借主である資産であって、当該リース物件がアか

らキまでに掲げるものである場合に限る｡)

ケ 建設仮勘定

コ 有形資産であって、有形固定資産に属する資産とすべきもの

(2) 無形固定資産

ア 水利権

イ 借地権

ウ 地上権

エ 特許権

オ 電話加入権



カ 施設利用権

キ リース資産（ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主である資産であって、

当該リース物件がイからカまでに掲げるものである場合に限る｡)

ク その他の無形資産であって、無形固定資産に属する資産とすべきもの

(3) 投資その他の資産

ア 投資有価証券（１年内（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内の日をいう｡)に

満期の到来する有価証券を除く｡)

イ 出資金

ウ 長期貸付金

エ 基金

オ その他の固定資産であって、投資その他の資産に属する資産とすべきもの

カ 有形固定資産若しくは無形固定資産、流動資産又は繰延資産に該当しない資産

第73条第３号中「無償で譲り受けた無形固定資産以外の」を「譲与、贈与その他無償で取得し

た」に、「適正な見積価額」を「公正な評価額」に改める。

第77条第１項第４号を次のように改める。

(4) 予定価格

第83条第１項第３号中「理由」を「事由」に改め、同項第４号中「予定価格」を「予定価額」に

改める。

第84条の次に次の１条を加える。

（売却等に関する報告）

第84条の２ 水道部長は、固定資産を売却し、撤去し、若しくは廃棄し、又は用途を廃止した場合

は、遅滞なく当該売却等に関する報告書を作成して管理者に報告しなければならない。

第85条中「第２条第６号」を「第１条第５号」に改める。

第86条中「第２条第５号」を「第１条第４号」に改める。

第87条中「第８条第２項」を「第15条第２項」に改める。

第88条中「第８条第３項」を「第15条第３項」に改める。

第７章の次に次の２章を加える。

第７章の２ 引当金

（退職給付引当金）

第88条の２ 退職給付引当金の計上は、簡便法（当該事業年度の末日において全企業職員（同日に



おける退職者を除く｡)が自己都合により退職するものと仮定した場合に支給すべき退職手当の総

額による方法をいう｡)によるものとする。

第７章の３ リース取引に係る会計処理

（所有権移転ファイナンス・リース取引）

第88条の３ 所有権移転ファイナンス・リース取引（ファイナンス・リース取引のうち、リース契

約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるものをいう｡)につい

ては、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行うものとする。ただし、次の各号のいず

れかに該当するときは、規則第55条第３号の規定により、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて

会計処理を行うものとする。

(1) 購入時に費用処理するとき。

(2) リース期間が１年以内のとき。

２ 前項ただし書の規定により通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うときは、規則

第42条第１号の規定による注記を要しないものとする。

（所有権移転外ファイナンス・リース取引）

第88条の４ 所有権移転外ファイナンス・リース取引（ファイナンス・リース取引のうち、リース

契約上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借主に移転すると認められないものをいう｡)に

ついては、規則第55条第２号の規定により、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行

うものとする。

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、規則第42条第１号の規定による注記を要しないものと

する。

(1) 購入時に費用処理するとき。

(2) リース期間が１年以内のとき。

(3) リース料総額が300万円以下のとき。

（オペレーティング・リース取引）

第88条の５ オペレーティング・リース取引（規則第１条第15号のオペレーティング・リース取引

をいう｡)については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行うものとする。

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、規則第42条第２号の規定による注記を要しないものと

する。

(1) リース契約に基づくリース期間の途中において該当リース契約を解除することができるとき。

(2) 購入時に費用処理するとき。



(3) リース期間が１年以内のとき。

(4) 事前解約予告期間のとき。

(5) リース料総額が300万円以下のとき。

第90条に次の１項を加える。

２ 前項の予算に関する説明書のうち、予定キャッシュ・フロー計算書は、規則第49条第１号に規

定する様式のうち、間接法により作成する場合の様式により作成するものとする。

第95条の次に次の２条を加える。

（決算整理）

第95条の２ 水道部長は、毎事業年度経過後速やかに振替伝票により次に掲げる事項について決算

整理を行わなければならない。

(1) 実地たな卸に基づくたな卸資産の修正

(2) 固定資産の減価償却

(3) 繰延収益の償却

(4) 資産の評価

(5) 引当金の計上

(6) 未払費用等の経過勘定に関する整理

（帳簿の締切）

第95条の３ 水道部長は、前条の規定により決算整理を行った後、各帳簿の勘定の締切を行うもの

とする。

第96条第１項第10号を第11号とし、第７号から第９号までを１号ずつ繰り下げ、第６号の次に次

の１号を加える。

(7) キャッシュ・フロー計算書（規則第49条第１号に規定する様式のうち、間接法により作成す

る場合の様式により作成したものに限る｡)

附則の次に次の別表を加える。



別表（第12条関係）

１ 収益勘定

款 項 目 節

水道事業収益
営業収益

給水収益
水道料金

受託工事収益
給水工事収入

修繕工事収入

審査手数料

雑工事収入
その他営業収益

材料売却収益

手数料

他会計負担金

下水道業務負担金

雑収益
営業外収益

受取利息及び配当金
預金利息

基金利息

貸付金利息

有価証券利息

配当金
他会計補助金

他会計補助金
県補助金

県補助金
加入金

加入金
長期前受金戻入

長期前受金戻入
資本費繰入収益

資本費繰入収益
消費税及び地方消費税還付金

消費税及び地方消費税
還付金

雑収益

有価証券売却収益

不用品売却収益

賃貸料収益

発生品組替益

その他雑収益
特別利益

固定資産売却益
固定資産売却益

過年度損益修正益
過年度損益修正益



その他特別利益
退職給付引当金戻入益

修繕引当金戻入益

貸倒引当金戻入益

その他特別利益

２ 費用勘定

款 項 目 節

水道事業費用
営業費用

原水及び浄水費
給料

手当等

賞与引当金繰入額

法定福利費

法定福利費引当金繰入
額

賃金

被服費

旅費

備消品費

燃料費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

委託料

手数料

使用料及び賃借料

修繕費

修繕引当金繰入額

特別修繕引当金繰入額

動力費

補償、補填及び賠償金

路面復旧費

負担金交付金

薬品費

受水費

材料費

その他引当金繰入額

雑費
配水及び給水費

給料

手当等



賞与引当金繰入額

法定福利費

法定福利費引当金繰入
額

賃金

被服費

旅費

備消品費

燃料費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

委託料

手数料

使用料及び賃借料

修繕費

修繕引当金繰入額

特別修繕引当金繰入額

動力費

補償、補填及び賠償金

路面復旧費

負担金交付金

発生品組替費

工事請負費

材料費

その他引当金繰入額

雑費
受託工事費

給料

手当等

賞与引当金繰入額

法定福利費

法定福利費引当金繰入
額

賃金

被服費

旅費

備消品費

燃料費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

委託料

手数料



使用料及び賃借料

修繕費

修繕引当金繰入額

特別修繕引当金繰入額

補償、補填及び賠償金

路面復旧費

工事請負費

材料費

その他引当金繰入額

雑費
総係費

給料

手当等

賞与引当金繰入額

報酬

退職給付費

法定福利費

法定福利費引当金繰入
額

報償費

賃金

諸謝金

被服費

旅費

備消品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

光熱水費

通信運搬費

委託料

交際費

手数料

使用料及び賃借料

修繕費

修繕引当金繰入額

特別修繕引当金繰入額

補償、補填及び賠償金

広告料

保険料

公課費

負担金交付金

材料費

貸倒引当金繰入額



貸倒損失

その他引当金繰入額

雑費
減価償却費

有形固定資産減価償却
費

無形固定資産減価償却
費

資産減耗費
たな卸資産減耗費

固定資産除却費
その他営業費用

材料売却原価

雑支出
営業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費
企業債利息

借入金利息

リース利息

企業債手数料及び取扱
費

雑支出
不用品売却原価

その他雑支出
消費税及び地方消費税

消費税及び地方消費税
特別損失

固定資産売却損
固定資産売却損

減損損失
減損損失

災害による損失
災害による損失

過年度損益修正損
過年度損益修正損

貸倒損失
その他特別損失

賞与引当金繰入額

退職給付費

法定福利費引当金繰入
額

貸倒引当金繰入額

その他特別損失
予備費

予備費
予備費



３ 資産勘定

款 項 目 節

固定資産
有形固定資産

土地
事務所用地

施設用地

その他土地
建物

事務所用建物

施設用建物

その他建物
建物減価償却累計額

事務所用建物減価償却
累計額

施設用建物減価償却累
計額

その他建物減価償却累
計額

構築物
原水及び浄水設備

配水設備

その他構築物
構築物減価償却累計額

原水及び浄水設備減価
償却累計額

配水設備減価償却累計
額

その他構築物減価償却
累計額

機械及び装置
電気設備

内燃設備

ポンプ設備

塩素滅菌設備

その他機械装置
機械及び装置減価償却累計額

電気設備減価償却累計
額

内燃設備減価償却累計
額

ポンプ設備減価償却累
計額

塩素滅菌設備減価償却
累計額

その他機械装置減価償
却累計額

量水器

量水器減価償却累計額



車両運搬具

車両運搬具減価償却累計額

工具、器具及び備品

工具、器具及び備品減価償却
累計額

リース資産

リース資産減価償却累計額

その他有形固定資産

その他有形固定資産減価償却
累計額

建設仮勘定
無形固定資産

水利権

借地権

地上権

特許権

電話加入権

施設利用権

リース資産

その他無形固定資産
投資その他の資産

投資有価証券
地方債

国債

株式

社債

その他有価証券
出資金

長期貸付金
一般貸付金

他会計貸付金
貸倒引当金（長期貸付金）

破産更生債権等

貸倒引当金（破産更生債権
等）

基金

その他投資

減価償却累計額
流動資産

現金・預金
現金

預金
未収金

営業未収金
未収給水収益

未収受託給水工事収益

その他営業未収金
営業外未収金



利息配当金未収金

他会計補助金未収金

県補助金未収金

加入金未収金

未収消費税還付金

その他営業外未収金
その他未収金

工事負担金未収金

他会計負担金未収金

他会計補助金未収金

他会計出資金未収金

国庫補助金未収金

県補助金未収金

固定資産売却代金未収
金

その他資本的収入未収
金

貸倒引当金（未収
金）

貸倒引当金
有価証券

保管有価証券
受取手形

受取手形
貸倒引当金（受取
手形）

貸倒引当金
貯蔵品

原材料

量水器

消耗工具、器具及び備品

消耗品

その他貯蔵品
短期貸付金

一般短期貸付金

他会計貸付金
貸倒引当金（短期
貸付金）

貸倒引当金
前払費用

前払費用
前払金

前払金

前払消費税
仮払金

仮払金

仮払消費税
未収収益

未収収益
貸倒引当金（未収
収益）



貸倒引当金
その他流動資産

保管有価証券

その他流動資産

４ 負債勘定

款 項 目 節

固定負債
企業債

建設改良等の財源に充てるた
めの企業債

その他の企業債
他会計借入金

建設改良費等の財源に充てる
ための長期借入金

その他の長期借入金
リース債務

リース債務
引当金

退職給付引当金

修繕引当金

特別修繕引当金

その他引当金
その他固定負債

その他固定負債
流動負債

一時借入金
一時借入金

企業債
建設改良等の財源に充てるた
めの企業債

その他の企業債
他会計借入金

建設改良費等の財源に充てる
ための短期借入金

その他の短期借入金
リース債務

リース債務
未払金

営業未払金

その他未払金

未払消費税
未払費用

未払費用
前受金

営業前受金

営業外前受金

その他前受金
前受収益

前受収益



引当金
賞与引当金

法定福利費引当金

修繕引当金

特別修繕引当金

その他引当金
預り金

預り保証金

水道料金還付金等預り金

下水道使用料等預り金

預り諸税

その他預り金
仮受金

仮受金

仮受消費税
その他流動負債

その他流動負債
繰延収益

長期前受金
国庫補助金

県補助金

工事負担金

受贈財産評価額

寄付金

他会計補助金

その他長期前受金

建設仮勘定長期前受金
長期前受金収益化
累計額

国庫補助金

県補助金

工事負担金

受贈財産評価額

寄付金

他会計補助金

その他長期前受金

５ 資本勘定

款 項 目 節

資本金
資本金

固有資本金

繰入資本金

組入資本金
剰余金

資本剰余金



再評価積立金

国庫補助金

県補助金

工事負担金

受贈財産評価額

寄付金

他会計補助金

保険差益

その他資本剰余金
利益剰余金（欠損
金）

減債積立金

建設改良積立金

利益積立金

当年度未処分利益剰余金（当
年度未処理欠損金）

繰越利益剰余金年度末
残高（繰越欠損金年度
末残高）

当年度純利益（当年度
純損失）

その他未処分利益剰余
金変動額

６ 整理勘定

款 項 目 節

資本的収入
負担金

工事負担金
工事負担金

他会計支出金
他会計負担金

一般会計負担金
他会計補助金

一般会計補助金
出資金

他会計出資金
一般会計出資金

企業債
企業債

上水道事業債
国庫支出金

国庫補助金
国庫補助金

県支出金
県補助金

県補助金
長期借入金

他会計長期借入金
他会計長期借入金



固定資産売却代金
固定資産売却代金

固定資産売却代金
その他資本的収入

貸付金返済収入
貸付金返済収入

寄付金
寄付金

その他収入
その他収入

資本的支出
建設改良費

送配水設備改良事業費
給料

手当等

賞与引当金繰入額

法定福利費

法定福利費引当金繰入
額

旅費

備消品費

印刷製本費

委託料

負担金交付金

薬品費

工事請負費

その他引当金繰入額

土地購入費
施設費

委託料

工事請負費
固定資産購入費

量水器購入費

車両購入費

工具備品購入費
リース債務支払額

リース債務支払額
企業債償還金

企業債償還金
元金償還金

長期借入金返済金
長期借入金返済金

元金返済金
国庫補助金返還金

国庫補助金返還金
国庫補助金返還金

その他資本的支出
他会計長期貸付金

他会計長期貸付金
予備費

予備費
予備費



附 則

１ この規程は、公布の日から施行する。

２ 改正後の掛川市水道事業会計規程の規定は、平成26年度以後の年度分の水道事業の会計事務に

ついて適用し、平成25年度分までの水道事業の会計事務については、なお従前の例による。


